
 

- 1 - 

 

（公表資料） 

 

            令和８年度人文・社会科学系若手研究者助成の決定について 

 

                              令和８年２月９日 

         

 本研究所は、21 世紀に入り、食料・農業・農村をめぐる諸問題について、グローバ

ル化しながらも、その解決にはわが国農業の現場の実情を踏まえた実証的研究が不可欠

となっているとの考えから、これらの課題の解決に向け意欲を有する若手研究者の育成

ならびにその研究に対する助成を目的とする本事業を実施することといたしました。 

 本事業を実施するに当たり、令和８年度人文・社会科学系若手研究者助成事業募集要

項（別添）により令和７年 11 月 30 日を締切期限とした募集を行いましたところ、10

件の応募があり、選考委員会の選考を経て、下記３名の研究課題について研究助成を行

うこととなりましたので、氏名および研究課題を公表いたします。 

 

                   公益財団法人 日 本 農 業 研 究 所 

                       理事長     田 家  明 

 

記 

１．氏名 飯島 皆実（22 歳） 

所属 東北大学大学院農学研究科生物生産科学専攻 博士前期課程 

研究課題 農業法人における就労困難者を対象とした中間的就労と一般就労の一体的

支援の意義 

  

２．氏名 陳  宇（28 歳） 

所属 明治大学大学院農学研究科 博士後期課程 

研究課題 土地改良事業が農地集積と農業構造に与える影響に関する実証研究―新潟

県西蒲原地域を対象として― 

  

３．氏名 山中 理央（23 歳） 

所属 中央大学大学院商学研究科 博士課程前期課程 商学専攻 

研究課題 米生産の大規模化による規模の経済の創出と阻害要因についての実態調査 

以上
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（別添） 

 

公益財団法人日本農業研究所 令和８年度人文・社会科学系若手研究者助成事業募集要項 

 

１．事業の趣旨 

 食料・農業・農村をめぐる諸問題は、グローバル化しながらも、その解決にはわが国農業の現場の実情

を踏まえた実証的研究が不可欠となっています。この「人文・社会科学系若手研究者助成事業」は、課題

の解決に向け意欲を有する若手研究者の育成並びにその研究に対する助成を目的とし、平成 19（2007）

年度に創設したものです。 

 

２．研究課題 

 食料・農業・農村をめぐる問題について、人文・社会科学的な視点に立ち解明しようとする研究が対象

であり、特定の研究課題は設定しません。選考にあたっては、実態調査に重点を置く研究であることを重

視します。 

 

３．助成内容 

 助成期間は、令和 8年 4月 1日から令和 9年 3月 31日までの 1年間です。助成額は、35万円以内と

し、応募時に提出された研究計画書に基づき、その研究に必要と認める額を日本農業研究所が決定しま

す。 

 なお、経費使用については、別紙の「経費使用に係る注意事項について」を参照して下さい。 

 

４．応募資格者 

 食料・農業・農村に関する研究を行う方で、令和 8 年 4 月 1 日現在 22 歳以上 35 歳未満の方を対象と

します。研究機関への在籍の有無は問いません。ＮＰＯ関係者や現場で実践する幅広い方々からの応募

についても歓迎します。 

 

５．応募方法 

 研究助成を希望する方は、所定の書式に従い、10 月 1 日から 11 月 30 日までの間に到着するように応

募申請書を当研究所へ郵送して下さい。これらの書式は、日本農業研究所ホームページ（http://www.no

hken.or.jp/）から入手できます。 

 なお、大学院生は、所属する大学院の指導教員による推薦書を添付して下さい。 

 

６．選 考 

 助成対象とする研究は、3 件以内とし、選考は本所の選考委員会において行い、本所理事長がこれを

決定します。選考結果は、令和 8年 3月末までに本所ホームページにて公表すると同時に、応募者に対し

て個別に通知します。 
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７．研究助成費の交付 

 助成対象者への研究助成費の交付は、原則として令和 8 年 4 月 1 日に行います。 

 

８．中間報告 

 助成対象者は、所定の様式に従い、研究の実施状況について中間報告書を提出して下さい。（令

和 8 年 9 月頃別途通知） 

 

９．研究成果 

 (1) 事業報告書の提出 

  助成対象者は、令和 9年 3月 31日までに調査研究報告（レポート）及び事業報告書を提出して下さい。 

  調査研究報告（レポート）は、①調査研究の目的、②調査方法の設計（調査箇所、対象者、調査事項、

アンケートか聞取りか等）、③調査の結果（具体的データと統計分析結果）と考察、④今後の検討課題、⑤

論文作成計画と今回の調査研究結果の活用方針等の項目について 1 万字程度（図表込み）で作成して

下さい（執筆要領等は別途通知）。 

  事業報告書はＡ４版 1 枚で作成して下さい。 

 (2) 研究成果の普及 

 調査研究報告は、本研究所研究員の出席する報告会で発表していただき、その結果、研究成果と

して普及するのにふさわしいと認められるものについては、本研究所が発行する『農業研究』（研究助成

費交付の翌年の発行号）に掲載します。 

 なお、掲載に当たって、本研究所研究員のコメント等を踏まえて修正していただくことがあります。 

 (3) 助成対象者による研究成果の扱い 

 助成対象となった研究成果の一部を学会報告や論文等で利用することは妨げません。ただしその場合

には、本事業による研究助成費の支給を受けたことを明記して下さい。 

 

１０．その他 

 (1) 他の研究助成団体等から助成を受けている研究、助成を受けることが内定している研究及びその

研究が実質的に完了している研究は、対象となりません。 

 (2) 令和 8年度において日本学術振興会特別研究員に採用されている方及び科学研究費補助金を受

けられている方は、対象となりません。 

 (3) 研究者に対する直接的な研究助成であり、研究者が属する研究機関への支援ではありません。 

 

【送付および問い合わせ先】 

公益財団法人日本農業研究所 人文・社会科学系若手研究者助成事業係 

 〒102-0094 東京都千代田区紀尾井町 3 番 29 号 

 Tel ０３－３２６２－６３５１  FAX ０３－３２６２－６３５５ 
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〈別紙〉 

 

３．の経費使用に係る注意事項について 

 

１．原則として応募時に提出した「研究助成金の使途および予定金額」に従って適正に使用し

て下さい。変更される場合は、予めご相談下さい。 

 

２．全ての支出について領収書を添付して下さい（領収書のコピー不可）。 

領収書の入手が困難な短距離の電車賃・バス代等は、使用日時・区間・金額を記載した明

細書を領収書の代わりに作成のうえ、添付して下さい。 

 

３．パソコン等の汎用性のある器具備品、人件費、学会出席のための旅費、成果物の公表のた

めの印刷費は認められません。 

 

４．購入図書は、領収書に書籍名を記載するか、書籍名がわかる資料を添付して下さい。購入

できる図書は、今回の研究助成対象の研究や報告にあたって参考とされる文献で、報告書に

参考文献として掲載されるものです。また、年度末での購入は、今回の研究に使用したとは

考えられないので認められません。早めに計画的に購入して下さい。 

 

５．その他経費の使用にあたって不明点がありましたら、【問い合わせ先】までお問い合わせ

下さい。 


